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2021年7～9月期中国実質GDP成長率 市場予想を下回る
不動産債務問題等の懸念はあるが、中長期的には再び回復基調へ

（審査確認番号 2021 – TB236）

実質GDP成長率は前年同期比4.9％増
中国国家統計局が18日に発表した、2021年7～
9月期の実質GDP（国内総生産）成長率(速報値)
は、前年同期比4.9％増となり、事前予想（同
5.0%増）をわずかに下回りました（図表1）。
米国等の主要輸出国の景気回復により、輸出の伸
びがけん引した4～6月期から大きく低下し、中
国政府が目標としている同6%増も大幅に下回る
結果となりました。
足元の中国経済の成長スピードをより反映する
と言われ、日米欧が重視する指標である実質
GDP成長率の対前期比の伸び率は0.2％増と、輸
出の伸びがけん引し好調な結果となった4～6月
期の1.2％増から減速しました（図表1）。
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出所）図表1、図表2はブルームバーグのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：実質GDP成長率の推移

GDP（国内総生産）とは？
Gross Domestic Productの略で、国内において一定期間内に新たに生産されたモノやサービスな
どの合計金額。その国の経済力の目安に用いられる。
前年同期や前期と比べ、どのくらい増加（減少）したのかを見ることで、国内の経済成長を推定す
ることが可能となる。ＧＤＰの増減率を％で表したものを『ＧＤＰ成長率』と呼ぶ。

図表2：香港株価指数の推移

不動産債務等が懸念も中長期的には回復へ
足元では香港に上場する中国の不動産関連企業
の株価は低迷(図表2)しており、市場は債務問題
を抱える不動産関連企業の先行き不透明感を懸念
しているとみられます。不動産関連事業はGDP
の約2割を占めるとも言われており、不動産関連
企業の業績低迷はGDP成長率に悪影響を及ぼす
可能性が大きいことが想定されます。
脱炭素政策などの影響で石炭を主燃料とする火
力発電が抑制されたことなどから、9月頃より電
力不足問題が顕著となっています。相次ぐ停電に
よる工場の操業停止等を受けて、9月30日に国家
統計局が公表した製造業購買担当者景気指数が
49.6と2020年2月以来で初めて好不況の境目と
される50を割り込んでおり、製造業の減速も懸
念されます。
ただし、製造業の景況感は悪化しつつあるもの
の、7～9月期の輸出入額が過去最高水準となっ
ていることなどから、不動産債務問題・エネル
ギー不足問題が改善すれば、中長期的には高めの
GDP成長率に回帰するものと思われます。

※2021年3月31日を100として指数化
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
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ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。
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